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１ 行政改革実施計画の構成 

この行政改革実施計画は、市全体として掲げる数値目標と各所属におい

て具体的に取り組む個別実施計画から構成する。 

２ 計画期間 

本計画の計画期間は、平成２３年度から平成２７年度までの５ヵ年間と

する。ただし、必要に応じて見直しを行うものとする。 

３ 推進体制 

本計画の推進にあたっては、富山市行政改革推進本部（本部長：市長）

を中心に全庁的な推進体制を構築するとともに、各部局等が主体となって

行政改革に取り組むものとする。 

また，取り組みの実施状況については、毎年度進行管理を行い，富山市

行政改革推進委員会に随時報告を行うとともに、市民への積極的な情報の

公開に努めることとする。 

行政改革推進本部 

（構成） 

本部長：市長 

副本部長：副市長及び

上下水道事業管理者 

本部員：部局長等 

（所掌） 

行 政 改革 大 綱及 び 実

施計 画の 決 定並 びに

実施状況の進行管理 

行政改革推進委員会 

（構成） 

学識経験者、公募委員

など１０人以内 

（所掌） 

行 政 改革 推 進の 基 本

方針 とな る 行政 改革

大綱及び実施計 画の

策定に関する意見、提

言 

各部局、総合行政センター 

行政改革の具体的な取り組みの企画、実行 

指示 状況報告 

意見、提言
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４ 数値目標の設定 

（１）職員総数の削減 

【数値目標】 

５年間で、平成２２年４月１日の職員数（４，２２２人）の５．３％以

上を削減する。 

（２）財政の健全化の堅持 

【数値目標】 

平成２７年度までの各年度において、実質公債費比率を概ね１７．５％

以内とする。 

平成２７年度までに、将来負担比率を概ね１７５％以内とする。 

○実質公債費比率 

○将来負担比率 

平成 22 年 4 月 1 日

職員数 

４，２２２人 

平成 27 年 4 月 1 日

職員数 

３，９９７人以下 

△５．３％以上

（△２２５人）

17.5%
以内

17.5%
以内

17.5%
以内

17.5%
以内

17.5%
以内

（早期健全化基準）

195.6
%

175%
以内

（早期健全化基準）

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度

25% 

350% 
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財政力指数

市税収納率

市民千人当たり

一般行政職職員数

ラスパイレス指数

市民1万人当たり

特別養護老人ホーム定員

市民1万人当たり

保育所数

市民千人当たり

病床数

市民千人当たり

道路総延長

市民1万人当たり

都市公園数

下水道普及率

市民100人当たり

市立図書館蔵書冊数

市民100人当たり

体育館延床面積

（３）行政水準の維持・向上 

【数値目標】 

主要な行政水準指標の全項目において、平成２１年度の偏差値を維持・

向上することとする。 

２１年度  ２６年度

実績値 偏差値  偏差値 

財政力指数 0.81 49.1

維持・ 

向上 

市税収納率（％） 92.3 48.2

市民千人当たり一般行政職職員数（人） 3.5 51.8

ラスパイレス指数 99.3 57.9

市民 1万人当たり特別養護老人ホーム定員（人） 43.5 72.4

市民 1 万人当たり保育所数（ヶ所） 2.1 57.2

市民千人当たり病床数（床） 20.0 57.5

市民千人当たり道路総延長（ｍ） 9.6 61.3

市民 1 万人当たり都市公園数（ヶ所） 23.1 78.0

下水道普及率（％） 86.0 54.8

市民 100 人当たり市立図書館蔵書冊数（冊） 204.9 48.8

市民 100 人当たり体育館延床面積（㎡） 12.8 75.5
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５ 行政改革の体系 

基本目標 推進項目（取組項目数） 

１ 簡素で効率的な行政運営 (1)事務事業の再編・整理合理化（４５項目） 

(2)民間委託の推進（９項目） 

(3)民営化の推進（３項目） 

(4)指定管理者制度の活用（８項目） 

(5)新たな民間活用手法の推進（２項目） 

２ 健全な財政運営の確保 (1)計画的な財政運営と行政評価の活用（４項目） 

(2)歳入及び歳出の見直しによる健全財政堅持（１４項目）

(3)公共事業等の見直し（３項目） 

(4)公共施設の設置と管理運営（２２項目） 

(5)公営企業の経営健全化（４項目） 

３ 時代に対応した行政サービスの提供 (1)成果重視の行政経営（１項目） 

(2)時代に応じたサービスの再構築（１項目） 

(3)市民の視点に立ったサービスの検討（２項目） 

(4)手続きの簡略化などによる市民負担の軽減（１項目）

(5)電子市役所への取り組み推進（６項目） 

(6)環境にやさしい行政運営の推進（１項目） 

４ 人事管理及び給与の適正化 (1)人事管理及び定員の適正化（３項目） 

(2)手当の総点検をはじめとする給与の適正化（２項目）

(3)定員・給与等の状況の公表（１項目） 

(4)多様な雇用形態の活用（１項目） 

(5)公正かつ客観的な人事評価システムの構築（１項目）

５ 職員の意識改革と組織の活性化 (1)職員の意識改革と人材育成の推進（２項目） 

(2)政策目的に対応したスリムな組織（１項目） 

(3)組織内分権（１項目） 

(4)外郭団体等の組織・経営の見直し（３項目） 

６ 行政の公正の確保と透明性の向上 (1)市政に関する情報の積極的な提供（１項目） 

(2)コンプライアンスの推進（１項目） 

(3)審議会等会議の公開（１項目） 

(4)行政苦情オンブズマン制度の活用（１項目） 

(5)監査機能の充実（１項目） 

７ 市民との協働の推進 (1)市民参加による市政の推進（２項目） 

(2)市民活動の支援による協働の推進（４項目） 

※ 基本目標（７）、推進項目（３２）、取組項目（１５２） 
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６ 個別実施計画 

取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

１簡素で効率的な行政運営 

(1)事務事業の再編・整理合理化 

事務事業の見直し 

【財政課】 

毎年、事務事業数の５％以上の事業の見直

しを行う。 

実施 → → → → 

（事務の効率化の推進） 

市内博物館・美術館

巡回バス運行事業の

見直し 

【文化国際課】 

冬期間（１２月～３月）について、土日祝

日のみの運行とする。 

実施

身体障害者自動車操

作訓練事業の見直し 

【障害福祉課】 

委託事業から補助事業へ切り替える。 実施

立山山麓花のゲレン

デ大作戦の見直し 

【観光振興課、大山

農林商工課】 

菜の花の種まきからひまわりの種まきと種

収穫祭に変更する。 

また、ひまわりの花以外に複数の花を植え

て、一定の期間にわたり景観向上を図る。

実施

子育てサロン事業の

見直し 

【こども福祉課】 

事業を廃止する。 廃止

選挙事務の見直し 

【選挙管理委員会事

務局】 

平成２７年度までに有権者数１，０００名

以下の２９投票所の閉鎖時刻の繰上げ（午

後７時閉鎖）を実施する。（現在１６投票

所） 

実施 → → → → 

国内交流事業費の見

直し 

【文化国際課、山田

総務振興課】 

大阪府交野市、兵庫県洲本市との交流事業

のうち「雪国体験教室」を廃止する。 

廃止

豊島区との交流事業を廃止する。  廃止

確定申告出張受付事

務の見直し 

【市民税課】 

複数日実施していた会場のうち、著しく申

告者が少なかった会場や会場間の距離が近

い場合などの実施回数を見直す。 

試行 実施

富山まつり開催事業

の見直し 

【観光振興課】 

事業内容、運営方法等の見直しを行い、事

業の縮小、効率化を図る。 

縮小 検討 → → → 

介護保険制度趣旨普

及事業の見直し 

【介護保険課】 

介護保険制度の趣旨普及のため、総合案内

冊子「みんなでつくるぬくもりのある福祉

のまち」と「みんなのあんしん介護保険」

を統合する。 

実施

青年元気塾開催事業

の見直し 

【男女参画・ボラン

ティア課】 

当面、実施方法の変更を行い、事業を廃止

する。 

変更 → 廃止

青年男女の出会い創

出事業の見直し 

【男女参画・ボラン

ティア課】 

イベント開催回数を減らすとともに、廃止

について検討する。 

縮小 廃止 → → → 

ふれあいキャンプ開

催事業の見直し 

【障害福祉課】 

委託事業から補助事業へ切り替える。  検討 → → → 
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

農業委員会協力員制

度の見直し 

【農業委員会事務

局】 

制度の廃止を検討する。 検討 廃止

駐車場案内システム

の見直し 

【建設政策課】 

案内板による満空情報提供を廃止し、イン

ターネットによる情報提供を充実させる。

検討 廃止 →   

コンピュータ教育支

援講師（臨時職員）

の配置の見直し 

【学校教育課】 

雇用日数を削減の上、最終的に臨時職員の

配置を行わないこととする。 

 縮小 廃止

とやま森の四季彩フ

ォト大賞開催事業の

見直し 

【森林政策課】 

毎年開催からトリエンナーレ方式（３年に

１回）に開催方式を変更する。 

  実施

大山地域山岳観光事

業の見直し 

【大山農林商工課】 

事業の整理統合を図ることを検討する。 検討 → → → → 

（類似事業の見直し） 

文化会館等施設にお

ける自主事業の一元

化 

【文化国際課】 

大沢野文化会館、大山文化会館、八尾コミ

ュニティセンター、婦中ふれあい館の自主

事業のうち、専門性の高い公演についての

委託事業を一元化する。 

実施

市民菊まつりと富山県

菊花大会の整理統合 

【公園緑地課】 

両イベントを統合し、後援事業として支援

する。 

実施

男女共同参画推進セ

ンター講座と市民大

学講座の整理統合 

【大沢野市民生活

課、大沢野生涯学習

センター】 

男女共同参画推進センターサテライト講座

を富山市民大学プラネット講座に統合する。

実施

排水路に係る役割分

担の明確化 

【河川港湾課、農村

整備課】 

市街化区域内(用途地域)の用排水路で溢水

対策が必要とされる農業用排水路について

は、河川港湾課において整備する。 

試行 実施

シニアライフ講座と

市民大学コースの整

理統合 

【長寿福祉課、市民

学習センター】 

シニアライフ講座と市民大学コースを整理

し、可能なものは統合する。 

検討 → → → → 

浸水対策事業の一元化

【道路河川管理課、

道路河川整備課、下

水道課】 

浸水対策事業に係る執行体制の一元化を図

る。 

検討 → → → → 

農村公園と都市公園

の維持管理の一元化 

【農村整備課、公園

緑地課】 

農村公園の管理状況を精査した上で、農村

公園と都市公園の維持管理を一元化する。

検討 → → → 実施
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

美術展開催事業の整

理統合 

【文化国際課、大沢

野総務振興課】 

富山市美術展及び神通峡美術展について、

統合を含め、今後のあり方を検討する。 

検討 → 試行 実施

市道（生活道路）整

備事業の見直し 

【建設政策課】 

チェックシートの導入等により、要望路線

の必要性や緊急性等、優先順位を明確にす

るとともに、メリハリのある事業費配分を

行い事業の長期化を防ぎ、事業効果を早期

に発揮できるよう道路整備基準を見直す。

検討 → → 試行 実施

（補助金等の整理合理化）

【行政管理課】 

補助金交付要綱について、その内容を整理

するとともに、市税完納を条件とすること

等の補助基準の見直しを図る。 

検討 → → → → 

ふるさと融資事業の

見直し 

【企画調整課】 

融資限度額について、富山市独自基準（１

億円）を見直し、融資限度額の拡大を図る。

 実施

きんたろう倶楽部活

動補助金の見直し 

【森林政策課】 

きんたろう倶楽部において、事業計画の詳

細な検討、見直しを行うなどの財源の有効

活用を図るとともに、ＮＰＯ法人化などに

よる運営基盤の強化を図り、市の財政的関

与を縮小する。 

実施

健康マラソン大会開

催補助金の整理統合 

【大沢野市民生活

課、細入市民福祉課】

大沢野健康マラソン大会及び細入健康マラ

ソン大会を統合し、補助金を交付する。 

実施

小学校体育文化活動

育成補助金の見直し 

【学校教育課】 

事業を廃止する。 廃止

富山市友情の旅補助

事業の見直し 

【家庭児童相談課】 

段階的に事業を縮小し、補助金を廃止する。 縮小 廃止

少年アドベンチャー

キャンプ事業補助金

の見直し 

【大沢野地域福祉

課】 

段階的に事業を縮小し、補助金を廃止する。 事業

休止

廃止

商工業振興資金等貸

付事業の見直し 

【商業労政課】 

保証料の助成方法を見直すとともに、利子

助成金や預託資金調達補給金、融資利率な

どの融資制度を総合的に見直す。 

検討 実施

農業者任意団体等へ

の補助基準の統一 

【農政企画課】 

地域の特性に応じた活動や事業に支援がで

きるように補助基準などを見直す。 

検討 実施

各地域の文化協会等

への補助金の見直し 

【文化国際課】 

各団体との協議を行い、補助金の廃止や各

文化協会等の統合等を図る。 

 検討 実施

社会教育関係団体への

事業補助金の見直し 

【生涯学習課】 

事業内容や活動人数など、活動実績に応じ

た補助金の基準について検討する。 

一部

実施

検討 → → → 
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

イベント開催補助金

の見直し 

【市民生活相談課、

大沢野市民生活課、

大山市民生活課、婦

中市民生活課】 

猿倉山フェスティバル 

大沢野花火大会 

神通峡春日温泉まつり 

ごんべ祭り 

佐々成政戦国時代祭り 

立山杯少年サッカー 

ふちゅう曲水の宴 

売比河鵜飼祭 

安田城月見の宴 

丘の夢牧場ふれあいフェア 

獅子舞・よさこい・民謡競演会 

について、補助基準や内容の見直しを行う。

一部

実施

検討 → → → 

（県との役割分担の検討）

【企画調整課】 

事務処理特例制度に基づく新たな事務移譲

について検討を行うとともに、地方分権改

革推進委員会の勧告等に基づく国の今後の

動向を踏まえ、的確に対応していく。 

検討 → → → → 

地域材活用促進事業

の見直し 

【森林政策課】 

県と同様の補助制度となっていることから、

市内産材の利用拡大を啓発する活動に対す

る補助制度へと事業を再構築する。 

実施

教員研修事業の拡充 

【教育センター】 

教職員の資質向上を図るため、市において

教職員研修を全面実施する。 

実施

有峰森林文化村祭負

担金の見直し 

【大山農林商工課】 

当面、文化村祭の実行委員会事務局を市か

ら県へ移管し、市の負担金額を削減すると

ともに、文化村祭を廃止する。 

実施 → 廃止

埋蔵文化財調査事業

の役割分担の見直し 

【埋蔵文化財センタ

ー】 

国・県主体工事の発掘調査を県の調査機関

で実施するよう見直しを行う。 

検討 実施

学校助手のあり方の

検討 

【教育総務課】 

今後の県費負担教職員の人事権移譲にあわ

せ、県学校事務職員と助手との事務分担及

び配置基準について検討する。 

検討 → → → → 

(2)民間委託の推進 

ごみ収集業務 

【環境センター管理課】

可燃物、不燃物、資源物（空き缶、空きび

ん、ペットボトル、プラ容器、紙・古紙）

及び生ごみリサイクル事業の収集業務の民

間委託を拡大する。 

実施

（大山）

（生ごみ）

→ 

（生ごみ）

→ 

（大沢野）

（生ごみ）

→ 

（生ごみ）

→ 

（生ごみ）

市民病院医事関係業務 

【医事課】 

交通事故・労災関係事務等の業務を民間委

託する。 

実施

障害程度区分認定調査

業務 

【障害福祉課】 

障害者自立支援法上の指定相談支援事業者

及び指定障害者支援施設へ認定調査業務を

委託する。 

試行 実施

斎場業務 

【環境保全課】 

富山市斎場、北部斎場の火葬業務を民間委

託する。 

検討 実施

（北部）

公用車運転業務 

【管財課】 

市有バス等の大型車両運転業務並びに黒塗車

両及び一般車両の運転業務を民間委託する。

  検討 → → 

逓送業務 

【行政管理課】 

本庁と総合行政センター間等の逓送業務を

民間委託する。 

  検討 → → 

国土地籍調査事業の拡充 

【農村整備課】 

民間委託による手法も含めた事業の拡充を

図る。 

検討 → → → 実施
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

営農サポートセンター業務

【営農サポートセンター】

農業サポーターの登録・仲介事務及び緑地

広場などの管理業務を民間委託する。 

検討 → → → 実施

学校給食調理業務 

【学校保健課】 

平成２５年度から５年間で概ね１５校にお

いて、調理業務の民間委託を導入する。 

検討 → 実施 → → 

(3)民営化の推進 

保育所 

【子育て支援課】 

平成２２年度に実施した民営化の効果の検

証結果に基づき、保育所の民営化を進める。

実施  検討 → 実施

農業共済事業 

【農業共済センター】 

農業共済事業の民営化に向けて、民営化の

手法などについて関係団体との協議を行う。

検討 → → → → 

山田高齢者生活福祉セ

ンター  

【山田市民福祉課】 

民営化により、施設を有効利用するととも

に、民間事業者のノウハウを活用し、サー

ビスの向上を図る。 

  実施

(4)指定管理者制度の活用 

指定管理者制度の拡充 

【行政管理課】 

平成２７年度末における指定管理者制度導

入施設の割合（導入率）を２０％とする。

（平成２２年４月現在導入率 １７．０％）

民間事業者のノウハウの活用を図るため性

能発注方式の導入を検討する。 

検討 → → → → 

導入を 

検討する

主な施設 

八尾コミュニティセンター、スポーツアリーナ 

【八尾総務振興課、八尾市民生活課】 

検討 → → → → 

八尾おわら資料館 

【八尾教育行政センター】 

検討 → → → → 

救急医療センター 

【社会福祉課】 

検討 実施

婦中ふれあい館、婦中体育館 

【婦中総務振興課、婦中市民生活課】 

検討 → → → → 

地方卸売市場 検討 →    

エコタウン推進センター 

【環境政策課】 

検討 → → → → 

都市公園の一部 

【公園緑地課】 

検討 → → → → 

(5)新たな民間活用手法の推進 

清水町小学校跡地活用

事業における公民連携手

法の活用 

【企画調整課】 

清水町小学校跡地に、公共施設（市立公民

館、多目的広場）及び民間施設（スーパー

マーケット、ドラッグストア）を整備する。

実施

民間提案制度の検討 

【行政管理課】 

市民や公益事業を行う民間団体等から委託

可能な業務の提案を受け、民間委託等を実

施する制度の検討を行う。 

検討 → → → → 

２健全な財政運営の確保 

(1)計画的な財政運営と行政評価の活用 

事務事業の見直し（再掲）

【財政課】 

毎年、事務事業数の５％以上の事業の見直

しを行う。 

実施 → → → → 

企業会計の手法を活用

した財務諸表の整備 

【財政課】 

貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支

計算書、純資産変動計算書について、毎年

度作成するとともに、その活用方法につい

て検討する。 

実施 → → → → 
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

資産債務の適正な管理 

【管財課】 

未利用財産の売却促進や資産に応じた有効

活用等の基礎データとして活用していくた

め、公有財産台帳の整備を行う。 

整備 → 運用

開始

行政評価の拡充 

【企画調整課】 

平成２２年度に実施した事業再点検を踏ま

えて検討する。 

検討 → → → → 

(2)歳入及び歳出の見直しによる健全財政堅持 

受益者負担の適正化 

【行政管理課】 

・使用料、手数料、負担金などの設定に関

する基準 

・減免に関する基準 

・後援などの名義使用に関する基準 

などについて、一定のルール化を検討する。

検討 → → → → 

保育料の料金設定 

【子育て支援課】 

保育所運営に要する経費に対して、世帯の

収入や家庭状況により適正な負担を求める

よう保育料を設定する。 

検討 実施 → → → 

市立公民館、地区コ

ミュニティセンター

の使用料の統一 

【市民生活相談課、

生涯学習課】 

会議室等の面積に応じた料金体系とし、冷

暖房期間における割増率を加算する。 

市外利用者に対しては、割増率を加算する。

実施

博物館施設の使用料

の見直し 

【八尾教育行政セン

ター】 

八尾化石資料館、八尾おわら資料館の観覧

料の改定を行う。 

実施

外国語専門学校授業

料の適正化 

【外国語専門学校】 

国公立短期大学の授業料改定見込みを目途

に外国語専門学校の授業料の改定を行う。

実施

広報等配布手数料の

見直し 

【市民生活相談課】 

委託料算定に統一基準を設けることとし、

段階的に実施する。 

検討 → → → 実施

図書利用カード再発

行の有料化 

【図書館】 

図書利用カードの再発行に係る経費を有料

化する。 

検討 実施

市営住宅駐車場の有

料化 

【市営住宅課】 

団地の建替に伴い、住宅戸数分の駐車区画

の確保や標準的な駐車場の整備を行い、駐

車場の有料化を図る。 

実施

（月岡）

行政財産使用料等の

適正化 

【管財課】 

行政財産の目的外使用料の減免の取り扱い

について、統一的な基準を設ける。 

検討 → → → → 

新たな歳入の確保       

雑誌スポンサー制度

の導入 

【図書館】 

雑誌購入経費の一部を広告主に負担しても

らう「雑誌スポンサー制度」を導入する。

実施

目的外利用、貸付に

おける公募制の導入

の検討 

【管財課】 

自動販売機を設置している施設等の実態を

調査し、公募制などの導入を検討する。 

検討 → 実施

広告事業の実施 

【管財課】 

新たな広告事業の実施について、費用対効

果などを含めて検討する。 

検討 → → → → 

債権管理対策の強化 

【債権管理対策課】 

徴収計画の確実な実施により、収納率の向

上を図り、財政基盤の強化につなげる。 

実施 → → → → 
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

情報システム運用経費の

適正化 

【情報統計課】 

情報システム導入前審査や情報システム調

達前審査の実施により、情報システム運用

経費の適正化を図る。 

実施 → → → → 

(3)公共事業等の見直し 

長期未着手都市計画道

路の見直し 

【都市政策課】 

都市計画道路の必要性について十分な検証

を行い、必要性に変化が生じたと判断した

路線については、廃止を含む都市計画変更

の手続を行う。 

検討 実施 → →  

公共工事の総合的なコス

ト改善 

【道路課】 

単に工事価格の低減を図るだけでなく、 

①機能・品質の確保及び向上 

②社会的コストの縮減 

③時間的コストの縮減 

を含めた総合的な対策により、公共工事の

コストと品質、環境対策のバランスを図る

とともに、計画から維持管理までの一連の

業務効率の改善に取り組む。 

実施 → → → → 

契約事務の見直し 

【契約課】 

価格以外の要素も含めた総合評価落札方式

を拡充する。 

検討 → → → → 

(4)公共施設の設置と管理運営 

（公共施設の有効活用、再配置の検討） 

校舎整備における「オ

ープンスペースのあ

り方」の見直し 

【学校施設課】 

今後、増改築等を実施する学校については、

「クローズ型教室」を採用し、校舎（体育

館）の規模は、国が定める学級数に応ずる

必要面積を標準的規模とする。 

実施

八尾化石資料館 

【生涯学習課、八尾

教育行政センター】 

冬季閉館を実施する。 実施

仁歩公民館、仁歩地区

コミュニティセンター

【八尾市民生活課】 

仁歩公民館の公民館・地区センター機能を

仁歩コミュニティセンターへ移転する。 

検討 実施

とやままちづくり情

報センター 

【情報統計課】 

まちづくり情報センターを廃止し、オーバ

ードホールの施設とする。 

検討 廃止

市民学習センター 

【市民学習センター】

生涯学習団体に対して、学習支援の場とし

て講義室の利用を促し、その学習内容や日

時をホームページに掲載するなどして市民

へ周知する。 

検討 試行 実施

婦中勤労青少年ホーム

【婦中市民生活課】 

婦中勤労青少年ホームを廃止し、利用者に

支障をきたさないよう検討する。 

検討 → 実施

大山歴史民俗資料館 

【生涯学習課、大山

教育行政センター】 

恐竜関係の展示を科学博物館へ移し、薬師

岳や有峰一帯の展示を充実させる。 

検討 → 実施

外国語専門学校 

【企画調整課、外国

語専門学校】 

実用性のある語学力を備えた有能な人材の

育成に努める一方、外国語専門学校の今後

のあり方や方向性について再点検する。 

検討 → → → → 

各地域の文化ホール 

【文化国際課】 

大沢野文化会館、大山文化会館、八尾コミ

ュニティセンター、婦中ふれあい館などに

ついて、全市的な見地から地域バランスを

勘案し、整理・統合を検討する。 

検討 → → → → 
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

富山市男女共同参画

推進センター 

【男女参画・ボラン

ティア課】 

センターを市の遊休施設へ移転することを

検討する。 

検討 → 実施

農村環境改善センタ

ー等 

【農業水産課、各農

林商工課】 

施設の利用実態を勘案し、農村環境改善セ

ンター等の目的や管理運営方法を見直す。

一部

実施

検討 → → → 

水橋商工文化会館 

【商業労政課】 

施設の廃止を含めて、検討する。 検討 → → → → 

大山地域市民センター

【大山総務振興課】 

近隣施設との機能分担や大規模改修につい

て、施設の廃止も含めて、検討する。 

検討 → → → → 

八尾ほたるの里農村

公園 

【八尾農林商工課】 

地域活性化の観点から、地元が主体となる

ような管理運営方法について検討する。 

検討 → → → → 

富山市猪谷関所館 

【大沢野教育行政セ

ンター】 

大会議室等としている２階部分に民具を常

設展示し、実際に当時の生活を体験してい

ただくふるさと体験学習の機会の場とする。

検討 → → → → 

（公共施設の利便性向上） 

市立公民館、地区コ

ミュニティセンター

の休館日の統一 

【市民生活相談課、

生涯学習課】 

休館日を１２月２９日から１月３日までに

統一する。 

実施

博物館施設等の休館

日の統一 

【生涯学習課】 

猪谷関所館の第３日曜日を開館するととも

に、全博物館施設の通年開館について検討

を行う。 

検討 実施

（猪谷）

検討 → → 

文化会館等施設の休館

日、減免基準等の統一

【文化国際課】 

文化会館館長会議の中で慎重に協議を行い、

可能な部分から統一する。 

検討 → 実施

遊休土地・建物の売却 

【管財課】 

利用する見込みのない土地について、一般

競争入札による売却や不整形地などは隣接

土地所有者へ積極的に売却を働きかけるな

ど、処分・整理に努める。 

実施 → → → → 

幼稚園の適正配置の推進

【学校教育課】 

「富山市立幼稚園適正規模・適正配置推進

計画」で定めた「今後の推進計画」に基づ

き、適正配置を進める。 

 実施

公共建築物の長寿命化

推進の検討 

【営繕課】 

建築物の定期点検の活用方法に関する調査

を行い、改修工事の促進方法を検討する。

調査 検討 → → → 

庁舎空きスペースの活用

【管財課】 

市民のニーズや改修にあたっての費用対効

果を考慮しながら、有効活用を検討する。

検討 → → → → 

(5)公営企業の経営健全化 

病院事業 

【経営管理課】 

平成２１年度から２３年度までの３年間を

期間とした「富山市民病院経営改善計画」

に基づき、平成２４年度以降も継続して経

営改善に取り組む。 

実施 → → → → 
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

また、患者の待ち時間の短縮を図るため、

自動支払機の日中稼動などの会計事務運用

の見直しを図る。 

  実施

（会計）

上下水道事業 

【経営企画課】 

公的資金の補償金免除繰上償還を実施し、

金利負担の軽減を図る。 

民間委託実施業務の検証、見直し等を行う

とともに、新たな民間委託の可能性につい

て検討する。 

今後の施設整備の進捗や事務事業体制の見

直し等による事務量の変化等を踏まえ、人

事配置の適正化を図る。 

下水道普及促進活動の推進により、接続率

の一層の向上を図る。 

実施 → → → → 

企業団地造成事業 

【工業政策課】 

金屋、呉羽南部、西本郷企業団地において、

定期借地契約（20 年間）した企業に対して、

契約後 10 年目を目途に買取り（分譲）を促

し、起債の償還を進め、利子負担の軽減な

どによる経営の健全化を図る。 

 実施 → → → 

農業集落排水事業 

【農村整備課、下水道課】

公共下水道と農業集落排水の維持管理を一

元化し、農業集落排水事業への地方公営企

業法の適用を検討する。 

検討 → → → 実施

３時代に対応した行政サービスの提供 

(1)成果重視の行政経営 

行政評価の拡充（再掲）

【企画調整課】 

平成２２年度に実施した事業再点検を踏ま

えて検討する。 

検討 → → → → 

(2)時代に応じたサービスの再構築 

新しい納付方法の検討 

【納税課】 

クレジットカード収納及びマルチペイメン

トネットワーク（ペイジー）の導入につい

て、調査検討を行う。 

検討 → → → → 

(3)市民の視点に立ったサービスの検討 

窓口業務の混雑緩和 

【市民課】 

年度末年度初めの転入転出時期において、

ホームページや電話問い合わせ等を通して

窓口の混雑状況をお知らせする。 

引越し業者やアパート管理会社に延長窓口、

休日窓口の案内を行う。 

実施

メールレファレンスサー

ビスの実施 

【図書館】 

図書の利用に関するレファレンスサービス

について、電子メールを活用した質問・回

答を行う。 

試行 実施

(4)手続きの簡略化などによる市民負担の軽減 

市営住宅等入居者による

収入申告手続きの簡素化

【市営住宅課】 

収入申告書の提出にあたり、所得証明書等

の添付を不要とし、同意書を添付すること

とする。 

検討 → → → → 

(5)電子市役所への取り組み推進 

地方税ポータルシステム

（ｅＬＴＡＸ） 

【市民税課】 

電子申請・届出機能を拡充し、市民の利便

性の向上を図る。 

実施
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

産業廃棄物管理票（マニ

ュフェスト）の交付等状

況の報告 

【環境政策課】 

事業所から提出される産業廃棄物管理票交

付等状況報告書の受付方法を変更し、電子

データでの受付を行う。 

実施

おでかけ定期券の見直し

【中心市街地活性化推

進課】 

お出かけ定期券のＩＣカード化を図り、「え

こまいか」と「パスカ」の機能を付加する。

６５歳以上の市民には、さらに「シルバー

パスカ」として使えるようにする。 

実施

情報システムの最適化 

【情報統計課】 

情報システムの企画、開発、運用、評価等に

ついて責任をもって統括する体制（ＰＭＯ）

を整備し、情報システムやネットワーク等の

計画的な再編・戦略的な調達等を図る。 

実施 → →   

固定資産地図情報シス

テムの統合 

【資産税課】 

富山、大沢野、大山、八尾、婦中、山田及

び細入地域の地番図・家屋図を順次、整備

統合する。 

統合 → 本稼

動 

農地基本台帳の新システ

ム移行 

【農業委員会事務局】 

既存の農地基本台帳システムを WEB 型オン

ラインシステムに更新し、台帳のペーパレ

ス化による省資源、省力化を図る。 

検討 → → 試行・

実施

(6)環境にやさしい行政運営の推進 

森林バイオマス資源を利

用するペレットボイラー

の導入 

【環境政策課】 

市公共施設へのペレットボイラーの導入を

整備計画に基き実施する。 

検討 → 実施 検討 → 

４人事管理及び給与の適正化 

(1)人事管理及び定員の適正化 

定員適正化の推進 

【職員課】 

平成２２年度に策定した定員適正化計画（後

期計画）に基づき、更なる職員総数の削減

を図るとともに、より一層の人件費総額の

抑制に努める。 

実施 → → → → 

市内小・中学校における

用務員の配置 

【教育総務課】 

用務員の研修内容を充実するとともに、こ

れまでの個別対応から、集団対応が可能な

体制の整備を図る。 

試行 → 実施

公益法人等への職員派

遣のあり方の検討 

【職員課】 

公益法人への人的関与について、団体ごと

にその必要性を検討する。 

検討 → → → → 

(2)手当の総点検をはじめとする給与の適正化 

給与の適正化の推進 

【職員課】 

国で進めている公務員制度改革や給与制度

改革の動向を注視しながら、給与の適正化

を図っていく。 

検討 → → → → 

超過勤務時間数の削減 

【職員課】 

平成２７年度までの各年度において、1 人

当たり月平均超過勤務時間数を平成２２年

度に比べ、概ね５％削減する。 

実施 → → → → 

(3)定員・給与等の状況の公表 

人事行政の運営等の状

況の公表 

【職員課】 

毎年、定員・給与等の状況を、市広報・ホ

ームページにおいて公表する。 

実施 → → → → 

(4)多様な雇用形態の活用 
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

再任用・再雇用職員の更

なる活用及び任期付職員

の採用 

【職員課】 

専門的な知識・経験を必要とする業務や一

定期間内に業務終了が見込まれる業務など

に対応するため、任期付職員の採用を検討

する。 

また、年金受給開始年齢の引上げに伴って、

再任用・再雇用の更なる活用を図る。 

検討 → → → → 

(5)公正かつ客観的な人事評価システムの構築 

人事評価制度の活用 

【職員課】 

地方自治体における人事評価制度が義務化

された場合に向けて、その検討を進める。

検討 → → → → 

５職員の意識改革と組織の活性化 

(1)職員の意識改革と人材育成の推進 

職員研修の拡充 

【職員研修所】 

自己啓発支援、部局・職場研修支援、階層

別基本研修、広く受講者を募集する特別研

修、長期派遣研修などについて継続して実

施する。 

また、職員が講師をしている研修を録画し、

研修ビデオとして職場研修などに役立てる。

実施 → → → → 

行政改革・事務改善等に

関する職員提案の実施 

【行政管理課】 

部局等単位での職員提案を実施する。 休止  検討

（休止）

 検討

（休止）

(2)政策目的に対応したスリムな組織 

行政組織のスリム化 

【行政管理課】 

平成２２年４月１日の組織数（課、室、係、

出先機関、但し、市民病院と上下水道局の

組織は除く。）８５１組織を基準として、

平成２７年度までに５％（４３組織）以上

を削減する。 

実施 → → → → 

(3)組織内分権 

本庁と総合行政センター

等のあり方の検討 

【行政管理課】 

本庁と総合行政センター等の事務分担等に

ついて整理を行い、総合行政センター等の

機能と権限の再構築を図る。 

検討 → → → → 

(4)外郭団体等の組織・経営の見直し 

出資法人の経営、組織の

見直し 

【行政管理課】 

市が 1/2 以上出資する 22 団体について、団

体のあり方を再検討し、見直しが必要な団

体については、事業の縮小、派遣職員の引

き揚げ、団体の統廃合などを行う。 

また、1/4 以上出資する 5団体についても、

市との関係のあり方について再検討し、見

直しが必要な団体については、出資金の引

き揚げなどを行う。 

検討 → → → → 

土地開発公社の長期滞

留土地の売却･貸付等の

検討 

【用地課】 

富山市土地開発公社経営健全化推進委員会に

諮りながら、計画的に土地の買戻しを進めて

いく。また、５年以上長期保有土地につい

ては、新たな国の補助事業の活用や買戻し

の時期の前倒しにより、早期に処分を図る。

実施 → → → → 

一部事務組合等の経営

健全化 

【行政管理課】 

関係市町村との連携を図りながら、市ホー

ムページなどにおいて、一部事務組合等の

経営に関する必要な情報の公開を促す。 

検討 → 実施
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取組項目 取組内容 
計画時期（年度） 

23 24 25 26 27 

６行政の公正の確保と透明性の向上 

(1)市政に関する情報の積極的な提供 

パブリックコメントの推進

【行政管理課】 

各年度において、パブリックコメントを

１０件程度行う。 

実施 → → → → 

(2)コンプライアンスの推進 

公益通報窓口の適正な

運用 

【市民生活相談課、職員

課】 

外部の労働者からの通報窓口（市民生活相

談課）及び庁内業務に関する職員からの通

報窓口（職員課）において、適正な運用に

努める。 

実施 → → → → 

(3)審議会等会議の公開 

審議会等の適正化 

【行政管理課】 

すべての審議会等の会議結果について、ホ

ームページへの掲載を行う。 

実施 → → → → 

(4)行政苦情オンブズマン制度の活用 

行政苦情オンブズマン制

度の適正な運用 

【市民生活相談課】 

行政苦情オンブズマン制度について、適正

な運用に努める。 

実施 → → → → 

(5)監査機能の充実 

監査制度の見直し 

【監査委員事務局】 

国で進めている監査制度の見直しの動向を

注視しながら、監査機能の充実を図る。 

検討 → → → → 

７市民との協働の推進 

(1)市民参加による市政の推進 

公募委員の登用 

【行政管理課】 

審議会等について、市民からの公募委員の

積極的な登用を行う。 

実施 → → → → 

民間提案制度の検討（再掲）

【行政管理課】 

市民や公益事業を行う民間団体等から委託

可能な業務の提案を受け、民間委託等を実

施する制度の検討を行う。 

検討 → → → → 

(2)市民活動の支援による協働の推進 

公募提案型協働事業の

実施 

【男女参画・ボランティ

ア課】 

市民主体のまちづくりを推進するため、市

民活動団体等の特性を活かした事業提案を

公募し、行政と協働で地域の課題解決を図

る事業を実施する。 

実施

市政情報コーナーの機能

充実 

【行政管理課】 

市政情報コーナーにおいて、市民との協働

の推進を図るために必要な情報の拡充につ

いて、調査検討する。 

検討 → → → → 

地区センターのあり方の

検討 

【市民生活相談課】 

地区センターが行う業務について、自治振

興会や公民館との関係も含めて、現状を分

析し、整理するとともに、その機能や人員

体制、配置などについて検討する。 

検討 → → → → 

富山市男女共同参画推

進センター事業の見直し

【男女参画・ボランティア課、

男女共同参画推進センター】

啓発講座や相談事業について、民間団体と

の協働による実施も含め、検討を行う。 

検討 → 実施


